




政務活動報告書 

 

報告者 向井千尋 

日時 2017年 7月 14日（金） 

会場 日本福祉大学名古屋キャンパス（名古屋市中区千代田 5-22-35） 

調査研究名 生活支援サービス体制づくりセミナー 

内容  コーディネーター 平野隆之氏（日本福祉大学教授・福祉政策評価セン

ター長） 

パネラー 高橋誠一氏（東北福祉大教授）、池田昌弘氏（CLC理事長） 

藤井博志氏（関西学院大教授）、吉田昌司氏（倉敷市健康福祉部長） 

 

 

 今回の介護保険改正で新たに創設された「総合事業」の中で進められ

ている「生活支援コーディネーター」の配置をめぐって、各地、各界の専

門家のセッションを聞く。どこの自治体もこの生活支援コーディネータ

ーをいかに配置すればいいのか、その役割、業務に迷走する現状を分析

し、そのしかるべき道を探る。また、従来の地域福祉事業との関係性や

より地域福祉推進のための今回の総合事業の在り方について議論を深め

た。 

 

 

 平野教授の進行により、予定では 2 部構成であったセッションのパネ

ラーを一同に登壇させ、また当日、聴講のために訪問された厚労省の三

政貴秀氏も登壇、急遽、厚労省での動向など最新の情報を聞き出す場面

もあった。また、倉敷市福祉部長として登壇している吉田氏も厚労省か

らの出向であり、今回の総合事業のガイドラインの作成者でもある。 

 

 

本研修会の参加者は全国の自治体、社協、包括支援センターなどで総

合事業に携わっているワーカーが主の様子で、終了後の交流会でも、講

師を交えての情報交換やセッションの中では聞ききれなかった質問など

が議論された。 

 

（考察） 

 2015年の介護保険改正に伴い、創設された総合事業はこれまでの改正

とは内容の異なる事業である。これまでは各種の介護サービスの整備や



充実、自治体の高齢化率や要介護認定者に必要な介護給付と報酬のバラ

ンスをその主な軸としてきたが、総合事業においては、インフォーマル

サービスを主な事業の内容としている。 

 まずは、地域の共同体が衰退している現状ではあるがそれを再構築、

潜在化している以前からつながりや新たに存在しているつながりを「見

える化」「見せる化」していくこと、また、従来から社会福祉協議会など

で推進してきた「地域福祉活動」をより一層深めていくことが、総合事

業のめざすところである。生活支援コーディネーターは「地域のお宝を

発見していくこと」が第一の仕事で、地域のさまざまな資源を発掘し、

地域とともに必要なサービスを築いていくことが役割であることを認識

できた。 

 本市においては、生活支援コーディネーターは社会福祉協議会に委託

し、市東部と西部の各生活圏域に 1 名ずつ配置されている。総合事業で

の役割や、地域をコーディネートしていくキーパーソンとしての重要な

職務を果たして頂けるようこれからも支援していきたい。 

 

 


